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（先着順／定員になり次第締切）

那覇市字小禄1831番地1
℡098（859）6234

MJSと口座自動振替契約をしている場合は8月23日に引き落としを

させていただきます。それ以外のお客様は当日会場にて賜ります。

------ ご記入いただく情報について -----

ご記入いただくお客様の個人情報は、当イベントの受付にあたり名簿作成を行いお客様への対応をする上で必要なものです。お申し込みいただいた個人情報につきましては、セミナー講師、協賛各社および業務委託先へ提供する場合が

あります。また、お預かりした情報は、今後の各種イベント、セミナーのご案内や当社および協賛各社からの製品情報のご案内に、利用させていただくことがあります。ご案内が不要なお客様は、当社にご連絡をいただければ電子メー

ル、ＤＭなどの送信発送を中止いたします。当社では、記入していただいた情報を当社個人情報保護方針に則り適切に管理し、お客様の承諾なく上記以外の第三者に開示・提供することはありません。当社の個人情報保護に関するお問

い合わせは、「個人情報お問い合わせ窓口」にお願いいたします。電話：03-5361-7011(平日9：00～12：00、13：00～17：00受付 ) FAX：03-5360-3430 Email：priv@mjs.co.jp 当社セキュリティポリシー：

http://www.mjs.co.jp/securitypolicy/index.html

●会計人会会員事務所
お一人様 ／ 2,000円(税込)

●TVS会員事務所
お一人様 ／ 4,000円(税込)

●上記以外 税理士事務所
お一人様 ／ 6,000円(税込)

金融円滑化法に伴う返済猶予先約50万社は、1年以内に経営改善計画（実現可能性の高い抜本的な経営改善計画すなわ
ち「実抜計画」）の提出が求められているものの、提出企業は約30％と言われています。かかる状況下において、金融機関から

融資先中小企業に対して経営改善計画書の提出の督促の嵐が起こることが予測されます。会計事務所が顧問先企業に対し
て、かようなサポートをするために、経営改善計画書（実抜計画）の作成とその留意点について具体的に解説いたします。

１１１１ 金融円滑化法終了後の金融機関の中小企業への対応
２２２２ 金融機関の銀行格付けの内容
３３３３ 金融機関が求める経営改善計画
４４４４ 中小企業再生への経営改善計画書の作成
５５５５ 「実現可能性の高い抜本的な経営改善計画」の留意点

※内容は、若干変更する場合があり得ます。

公認会計士・税理士 棟田裕幸棟田裕幸棟田裕幸棟田裕幸（むねたひろゆき）

略歴：略歴：略歴：略歴：1978年明治大学商学部卒業。1985年青山監査法人・ﾌﾟﾗ

ｲｽｳｵｰﾀｰﾊｳｽ（現あらた監査法人）に入社。その後三優監査
法人を経て、1995年棟田公認会計士･税理士事務所開設、
1999年株式会社BSM設立。平成18年度公認会計士修了試験
経営科目出題委員。
主な著書主な著書主な著書主な著書：『組織再編の手法と会計・税務Ｑ＆Ａ第2版』（共著）
中央経済社、『Ｑ&Ａ自己株式の実務』（共著）、新日本法規、
『詳説自社株評価Ｑ&Ａ-改訂版-』（共著）清文社、『Q&A株主

資本の実務』（共著）新日本法規、『種類株式・新株予約権の活
用と会計･税務』（共著）中央経済社、『会社法関係法務省令逐
条実務詳解』（共著）清文社、他。『T＆Aマスター』、『税務弘

報』にも多数執筆。
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